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問令和５年度一般会計予算の特徴は何か伺う。
答子育て支援等の福祉施策の推進とともに、教育環境の
充実、地域経済の活性化、都市基盤の整備に重点的に予
算を配分し、過去最大の予算規模となった。
問グリーンツーリズム拠点施設のキャンプスペースオー
プンに向けた今後のスケジュールについて伺う。
答令和５年度にキャンプスペースの各種設計、用地の取
得等を行い、令和６年度、７年度の２カ年をかけ造成等
の整備を実施し、令和８年度のオープンを目標にしたい。
問増形地区産業団地完成後の新たな産業誘致や工業団地
の拡張などの取り組みについて市長の見解を伺う。
答企業立地施策は地域経済発展等の面から重要と捉え、
企業誘致基礎調査を実施し、産業用地の確保も進める。

問小・中学校体育館空調設備等整備について、中長期の
財政計画への影響は。
答交付税算入分を除き年間約45億円程度に抑制すること
としている建設事業債の発行額目標に影響する。
問小中学校体育館空調設備等整備事業に着手することで
将来に負担を残すことにはならないか市長の考えを伺う。
答令和７年度までの事業予定とすることで、時限的に設
けられた有利な起債を活用することが可能となり、将来
への負担を抑えることができると考える。
問（仮称）新宿町一丁目広場防災施設等整備について、
近隣地域から意見聴取はしているか伺う。
答近隣住民からの意見聴取については、令和５年度の設
計業務を進める中で行おうと考えている。

問今も続く物価高に対して、今回の予算編成での影響面
についてどのように対応したのか。
答歳入歳出の両面から予算を見直しながら、選択と集中
により事業費を配分するとともに、国・県支出金や市債
の活用に加え、財政調整基金繰入金等を計上し調整した。
問小・中学校体育館空調設備等整備の具体的な内容は。
答導入を予定する自立発電型の室外機の停電時の機能に
対応するため、併せて天井照明のＬＥＤ化および非常用
コンセントを整備するものである。
問準用河川久保川改修工事の令和５年度の事業内容は。
答約70メートル区間の改修工事を進めるための予算と、
架け替え工事を進めている第613号橋前後の護岸の整備
に係る予算を計上している。

問障害児や虐待等の対応をしてきた公立保育園の統合に
は慎重な検討が必要だが、今後の進め方は。
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答古谷保育園は老朽化が進んでおり、早期に新園舎での
保育が提供できるよう、関係機関等と連携し、必要な手
続きを着実かつ迅速に進めていきたいと考えている。
問令和５年度のオールマイティーチャー等の配置予定は。
答オールマイティーチャーは13名で予算が5395万３千円、
スクール・サポート・スタッフは６名で429万７千円。
問学習支援は親子に寄り添うことが求められるが、事業
者選定における評価項目に地域貢献はあったか。
答プロポーザルの評価項目に地域貢献はなかったが、今
後も学習支援や居場所の提供等について、より良い提案
を行った事業者を選定できるようにしたい。

問コロナ後への転換点として予算をどう捉えているか。
答感染拡大の防止と社会活動を引き続き推進し、コロナ
禍において生じた新たな生活様式や企業活動等の変化を
注視しながらニーズに寄り添った予算執行に努めたい。
問市単独事業の見直しに時間を要する要因を伺う。
答事業の見直しは、慎重な検討を行うとともに、関係者
への説明などに留意しながら進める必要があると考えて
いるため、見直しに時間を要するものもある。
問持続可能な財政運営に向けた考え方を伺う。
答極めて厳しい財政運営が続いていることから、川越市
行財政改革推進計画に基づき、積極的な歳入の確保や事
務事業の見直しなどに着実に取り組み、財政調整基金に
頼らない財政運営を目指していきたい。

問住宅リフォーム補助の事業内容を伺う。
答補助上限額は５万円を予定し、約350件分の補助を想
定している。４月、７月、11月の３期に分けて募集し、
事前申込者を対象に公開抽選を予定している。
問川越シャトルの見直しをどのように進めていく考えか。
答効果的・効率的な改善を図るため、本年４月から利用
者の少ない時間帯の10便を減便し、令和６年４月から路
線の再編等を含むダイヤ改正に向け、パブリック・コメ
ントを経て審議会で運行ルート案を決定する予定である。
問予算執行を通じ市長はどう市政運営を行っていくのか。
答激しい社会状況の変化を的確に捉えていくとともに、
川越市行財政改革推進計画の着実な推進を図り、持続可
能な行財政運営を行っていく。

問国保加入者の健康状態にどのような対策が必要か。
答特定健診の有所見率が高い高血圧対策を実施してきた
が、今後は糖尿病等についても対策に盛り込む。また、
データで把握した健康状態を地区別にまとめ、地区担当
保健師等が活用することも効果的だと考える。
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